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【手続補正書】
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【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一対の加熱部を有する加熱装置の温度検出方法であって、
　前記一対の加熱部の間に断熱部材を設置する設置段階と、
　前記一対の加熱部が放熱している状態で、前記断熱部材に対して前記一対の加熱部の少
なくとも一方の側において温度を検出する検出段階と
を備える温度検出方法。
【請求項２】
　前記検出段階では、前記断熱部材の前記一方の加熱部側の温度と、前記断熱部材の他方
の前記加熱部側の温度とを検出する請求項１に記載の温度検出方法。
【請求項３】
　前記検出段階の後、前記断熱部材の少なくとも前記一方の加熱部側に配置された温度検
出部の位置を変更する変更段階を有し、
　前記変更段階の後、再度、前記検出段階を実行する
請求項１または２に記載の温度検出方法。
【請求項４】
　前記温度検出部は、第１温度センサ及び第２温度センサを有し、
　前記変更段階では、位置変更後の前記第１温度センサが、位置変更前の前記第２温度セ
ンサと同じ位置となる
請求項３に記載の温度検出方法。
【請求項５】
　前記一対の加熱部のそれぞれは、複数であって、
　前記断熱部材と少なくとも前記一方の加熱部との間に配置された温度検出部は、少なく
とも加熱部の数と同数の温度センサを有し、
　複数の加熱部のそれぞれに対応して、複数の温度センサが一対一で配置される
請求項１から４のいずれか１項に記載の温度検出方法。
【請求項６】
　前記少なくとも一方の加熱部側に配置された温度検出部と、前記断熱部材との位置関係
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を反転させる段階を
更に含む請求項１から５のいずれか１項に記載の温度検出方法。
【請求項７】
　前記検出段階では、前記断熱部材の少なくとも前記一方の加熱部側に配置された温度検
出部が真空状態で温度を検出する請求項１から６のいずれか１項に記載の温度検出方法。
【請求項８】
　請求項１から７のいずれか１項に記載の温度検出方法によって温度を検出する段階と、
　前記加熱装置において、重ね合わせた一対の基板を前記一対の加熱部によって加熱して
、前記一対の基板を貼り合わせる段階と
を含む基板貼り合わせ方法。
【請求項９】
　検出された温度に基づいて、前記一対の加熱部の温度を制御する請求項８に記載の基板
貼り合わせ方法。
【請求項１０】
　前記一対の基板を貼り合わせた後、検出された温度に基づいて制御された冷却部によっ
て前記一対の基板を冷却する段階を更に含む請求項８または９に基板貼り合わせ方法。
【請求項１１】
　前記一対の基板を搬送部により前記加熱装置に搬送する段階を更に含み、
　前記断熱部材の少なくとも前記一方の加熱部側に配置された温度検出部及び前記断熱部
材は、前記搬送部により前記加熱装置に搬送される請求項８から１０のいずれか１項に記
載の基板貼り合わせ方法。
【請求項１２】
　少なくとも一方の側と他方の側とから加熱された状態での温度を検出するための温度検
出装置であって、
　断熱部材と、
　前記断熱部材の前記一方の側に設けられた第１温度検出部と
を備える温度検出装置。
【請求項１３】
　前記断熱部材の前記他方の側に設けられた第２温度検出部を更に備える請求項１２に記
載の温度検出装置。
【請求項１４】
　前記温度検出部は、温度センサと、前記温度センサを保持し、位置検出用のマークが形
成された温度検出基板とを有する請求項１２または１３に記載の温度検出装置。
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